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厚 生 労 働 省 
令 和 ６ 年 １ 月 ５ 日 
７ 時 0 0 分 現 在 

 
 

石川県能登地方を震源とする地震について（ 第 1 4 報 ） 
 
 
１ 厚生労働省における対応 
（1） 1/1   16:11  厚生労働省災害情報連絡室設置 
     1/1   17:30  厚生労働省災害対策本部設置 

1/1       21:45    厚生労働省災害対策本部会議（第1回） 
1/2       10:00    厚生労働省災害対策本部会議（第2回） 
1/2   13:00    政府現地災害対策本部へ職員派遣 
1/3   11:00    厚生労働省災害対策本部会議（第3回） 
1/4   12:40  厚生労働省災害対策本部会議（第4回） 

 
２ 医療関係       
（1） 医療関係全般（１月４日16時00分時点） 

  １月１日 石川県 EMIS 警戒モードへ変更。 

        石川県 EMIS 災害モードへ変更。 

        石川県を除く46都道府県が警戒モードへ変更。 

        茨城県、高知県、香川県、埼玉県で警戒モードを解除。 

  １月２日  北海道、青森県、千葉県、栃木県、神奈川県、京都府、兵庫県、滋賀
県、大阪府、和歌山県、鳥取県、岡山県、島根県、山口県、徳島県、福
岡県、佐賀県、熊本県、長崎県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県で警戒モー
ドを解除。24都道府県が警戒モード継続。 

       １月３日 千葉県で警戒モードへ変更、奈良県で警戒モードを解除 
       24都道府県が警戒モード継続  
     １月４日 奈良県で警戒モードへ変更、秋田県で警戒モードを解除 
       22都道府県が警戒モード継続 

  
（1） 医療関係全般（１月５日４時00分時点） 

  １月１日 石川県 EMIS 警戒モードへ変更。 

        石川県 EMIS 災害モードへ変更。 

        石川県を除く46都道府県が警戒モードへ変更。 

        茨城県、高知県、香川県、埼玉県で警戒モードを解除。 

  １月２日  北海道、青森県、千葉県、栃木県、神奈川県、京都府、兵庫県、滋賀
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県、大阪府、和歌山県、鳥取県、岡山県、島根県、山口県、徳島県、福
岡県、佐賀県、熊本県、長崎県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県で警戒モー
ドを解除。22都道府県が警戒モード継続。 

       １月３日 千葉県で警戒モードへ変更、奈良県で警戒モードを解除 
       22都道府県が警戒モード継続  
     １月４日 奈良県、栃木県で警戒モードへ変更 
       24都道府県が警戒モード継続 

  
（2）医療施設の被害状況（１月５日４時00分時点） 

石川県の11医療機関、富山県の３医療機関において電気使用不可、水使用不可、医
療ガス使用不可等の被害が発生中。 

石川県の２医療機関において倒壊の恐れあり。 

福井県は現時点で被害報告無し。 
新潟県はすべて復旧済み。 

 

 

市町村名 

被災施設

数 

被災状況別内訳 

浸水等 停電 断水 

医療

用ガ

ス使

用不

可 

最

大 

現

在 

最

大 

現

在 

最

大 

現

在 

最

大 

現

在 

最

大 

現

在 

石川県 19 11 0 0 3 0 16 11 6 2 

  金沢市
か な ざ わ し

 2 0 0 0 1 0 1 0 0 0 

  かほく市 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

  津幡町
つ ば た ま ち

 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

  白山市
は く ざ ん し

 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

  野々市市
の の い ち し

 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

  内灘町
うちなだまち

 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 

  七尾市
な な お し

 5 5 0 0 0 0 5 5 0 0 

  志賀町
し か ま ち

 1 1 0 0 0 0 1 1 1 1 
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  宝
ほう

達
だつ

志
し

水 町
みずちょう

 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

  輪島市
わ じ ま し

 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 

  珠洲市
す ず し

 1 1 0 0 1 0 1 1 1 1 

  穴水町
あなみずまち

 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 

  能登
の と

町
ちょう

 2 2 0 0 1 0 2 2 1 0 

新潟県 2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 

  新潟市
に い が た し

 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

  妙高市
みょうこうし

 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

富山県 5 3 0 0 0 0 5 3 0 0 

  氷見市
ひ み し

 3 3 0 0 0 0 3 3 0 0 

  小矢部市
お や べ し

 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

 高岡市
た か お か し

 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

合計 26 14 0 0 3 0 23 14 6 2 

  
（3） DMAT 派遣状況（１月4日21時00分時点） 

石川県において DMAT126隊が活動中。（内訳：県庁本部で29隊、病院・避難所等で
97隊が活動） 

 
DMAT の市区町村別派遣数  

県庁本部  29 

病院・避難所等  97 

（内訳） 金沢市 19 

七尾市 33 

志賀町 2 

輪島市 22 

珠洲市 12 

穴水町 5 

能登町 4 

派遣チーム数 合計 126 

 

中部ブロックの DMAT に対して、待機要請を継続。 
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石川県：ＤＭＡＴ調整本部立ち上げ（１月１日） 

福井県：ＤＭＡＴ調整本部立ち上げ（１月１日） 

新潟県：ＤＭＡＴ調整本部立ち上げ（１月１日） 

富山県：ＤＭＡＴ調整本部立ち上げ（１月１日） 

 
(４)ＤＰＡＴの活動状況  

    福井県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月１日） 
        ＤＰＡＴ調整本部撤収（１月１日）  
        ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月３日） 

活動総数１隊（石川県にて活動中） 
    石川県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月２日） 
                            活動総数４隊 
    静岡県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月３日） 

活動総数１隊（石川県にて活動中） 
    愛知県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月３日） 

活動総数１隊（石川県にて活動中） 
栃木県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月４日） 
三重県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月４日） 
群馬県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月４日） 
長野県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月４日） 
山梨県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（１月４日） 

 
（５）その他の医療班の活動状況 
 ・ JMAT の活動状況（１月５日４時時点） 
   １月５日に１隊活動予定 

・ 国立病院機構（NHO）の活動状況（１月４日9時30分時点） 
石川県において NHO 現地対策本部（金沢医療センター内）を立ち上げ（１月４

日） 
NHO の医療班６班が活動予定（１月５日から順次活動を開始し、１月８日以降

毎日６班が活動できるよう調整中） 
・ AMAT の活動状況（１月５日４時時点） 
  現在７隊が活動中 
・ 災害支援ナースの活動状況 

日本看護協会において、石川県看護協会からの要請に応じて、被災県外の都道
府県看護協会（北陸中心）に派遣できる災害支援ナースの調整を実施中。 

 

（６）医薬品の供給 
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現地の医療機関等から石川県庁等への供給要請を受け、石川県薬業卸協同組合
と連携して、同組合加盟の医薬品卸売業者から陸路で輸送を行っており、供給要
請に応じて、陸路の状況にもよるが、基本的に翌日には現地の医療機関等にお届
けできる体制を整備している。 

 
 
（７）医薬品・医療機器製造販売業、卸売販売業関係  
   県庁経由や業界団体通じて被災の報告を受けている製造所があり、現在、製造設 

備の稼働への影響を確認中。 
 
（８）衛生用品等の支援状況 

 石川県より内閣府支援物資チームを通じて石川県産業展示館に子供用オムツ2,000 
枚、大人用オムツ21,500枚、生理用品30,000枚を供給するよう要請があり、日本衛生 
材料工業連合会に対応を依頼。１月３日目的地着。 
 

（９）（独）福祉医療機構における対応 
社会福祉施設及び医療施設等の災害復旧資金の融資及び既存融資の返済猶予に係る

相談受付を開始（1/4） 
 
３ 生活衛生・食品安全関係     
（1）水道の被害状況 

・3県内の18事業者において90,464戸が断水中。一部は断水解消済。 
・引き続き情報収集に努める。 

県・市町村 断水戸数（戸） 断水 
被害等の状況 

・事業者名 最大 現在 期間 

断水未解消 

【新潟県】         

新潟市
にいがたし

 2,036 341 1/1～ 
・配水管破損 

・応急給水実施中 

佐渡市
さ ど し

 676 38 1/1～ 
・配水管破損 

・応急給水実施中 

【富山県】         

高岡市
た か お か し

 4,090 39 1/1～ 
・配水管破損 

・応急給水実施中 

氷見市
ひ み し

 14,000 9,100 1/1～ 
・配水管破損 

・応急給水実施中 
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小矢部市
お や べ し

 525 40 1/1～ 
・状況調査中 

・応急給水実施中 

【石川県】         

七尾市
な な お し

 約 21,500 約 21,500 1/1～ 

・配水管破損、配水

池破損 

・応急給水(自市、日

水協、自衛隊、国交

省) 

輪島市
わ じ ま し

 約 10,000 約 10,000 1/1～ 

・管路、配水池破損 

・応急給水(自市、日

水協) 

珠洲市
す ず し

 約 4,800 約 4,800 1/1～ 

・管路破損、停電 

・応急給水(日水協、

自衛隊、国交省)  

志賀町
し か ま ち

 約 8,800 約 8,800 1/1～ 

・配水管破損 

・応急給水(日水協、

自衛隊)  

穴水町
あなみずまち

 約 3,200 約 3,200 1/1～ 
・応急給水(日水協、

自衛隊)  

能登
の と

町
ちょう

 約 6,200 約 6,200 1/1～ 

・道路崩落による管

路破損 

・応急給水(日水協、

自衛隊)  

羽咋市
は く い し

 約 7,700 3,046 1/1～ 

・県水施設破損 

・配水管破損 

・応急給水(日水協) 

かほく市 約 9,800 約 360 1/1～ 

・配水管破損 

・応急給水(日水協、

国交省) 

津幡町
つばたまち

 約 15,000 約 8,700 1/1～ 
・管路破損 

・応急給水(日水協) 

内灘町
うちなだまち

 約 7,000 約 7,000 1/1～ 

・配水管破損 

・応急給水(自町、日

水協) 

宝達志水町
ほうだつしみずちょう

 約 3,300 約 100 1/1～ 
・管路破損 

・応急給水(日水協) 

中能登
な か の と

町
まち

 約 7,000 約 7,000 1/1～ 

・配水管破損 

・応急給水(日水協、

国交省) 

金沢市
か な ざ わ し

 約 1,000 約 200 1/1～ 
・配水管破損 

・応急給水(自市) 

合計※ 126,627 90,464   
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断水解消済み 

【新潟県】     

長岡市
ながおかし

 61 0 1/1 
・配水管破損 

（復旧済み） 

三条市
さんじょうし

 93 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

柏崎市
かしわざきし

 20 0 1/1 
・配水管破損 

（復旧済み） 

糸魚川市
い と い が わ し

 46 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

妙高市
みょうこうし

 29 0 1/1 
・配水管破損 

（復旧済み） 

五泉市
ご せ ん し

 18 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

上越市
じょうえつし

 90 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

十日町市
と お か ま ち し

 36 0 1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

【富山県】         

富山市
と や ま し

 85 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

射水市
い み ず し

 210 0 1/1～1/3 
・配水管破損 

（復旧済み） 

【石川県】         

能美市
の み し

 約 30 0 1/1～1/4 
・配水管破損 

（復旧済み） 

加賀市
か が し

 約 160 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

白山市
は く さ ん し

 約 30 0 1/1～1/2 ・断水解消 

【福井県】         

あわら市 99 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

【長野県】         

小諸市
こ も ろ し

 6 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

飯山市
いいやまし

 7 0 1/1～1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

栄村
さかえむら

 47 0 1/2 
・濁水 

（復旧済み） 
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長野県 30 0 1/2 
・配水管破損 

（復旧済み） 

【岐阜県】         

高山市 1,500 0 1/1 
・減圧弁の異常 

（復旧済み） 

合計※ 2,597 0   

※：各市町村等の断水戸数の合計 

 

  ② その他 
・水道事業者等に対して、水道施設が被災した場合の対応などついて注意喚起を行う

ともに、都道府県等に対して、断水等被害情報の積極的な収集及び円滑な連絡・対
応を要請。 

・応急給水活動状況等については別紙参照。 
 
（2）避難所における食中毒発生防止への対応 

 避難所における食中毒の発生防止及び発生時の情報共有について事務連絡をリーフ 
レットと共に発出した（1/2）。 

※「令和６年能登半島地震に伴い設置された避難所での食中毒対策について」（令 
和６年１月2日付け厚生労働省健康・生活衛生局食品監視安全課事務連絡） 

 
（3）火葬場の被害状況 
  石川県で ２ 火葬場（輪島市、珠洲市）が使用不可、１火葬場（能登町）が一部の炉の

み稼働可能。（県内 13 火葬場のうち、10 火葬場は通常どおり稼働可能。使用不可であ
った七尾市の火葬場は復旧済み。）（1/4） 

 
（4）関係団体への協力要請 
  全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会及び全国浴場業生活衛生同業組合連合会に対し

て、令和 6 年 1 月 2 日付けで、被災者等の宿泊支援等に関し、被災自治体から依頼があっ
た場合には積極的に協力を行うことを文書で要請（1/2）。 

 
（5）日本政策金融公庫への協力要請 

日本政策金融公庫の融資に関して、中小企業・小規模事業者の資金繰りに重大な支
障が生じないよう、令和６年１月３日付けで、当面の貸付業務についての配慮を要
請。 

 
４ 社会福祉施設等関係    
（1）高齢者関係施設の被害状況 
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  石川県内において、17施設に停電、102施設に断水あり、6施設が建物の被害（う
ち、1施設においては建物全焼）あり、2施設が他施設に避難中。（1/4） 

  新潟県内において17施設に建物被害あり。（1/4） 
  富山県内において１施設に停電、10施設に断水あり、6施設に建物被害あり、2施

設が他施設に避難中。（1/4） 
      上記被害があった施設において、人的被害なし。 

引き続き情報収集に努める。 

市町村名 
被災施設数 

被災状況別内訳 

浸水等 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

石川県 108 108 - - 17 17 102 102 

 七尾市
な な お し

 19 19 - - 3 3 19 19 

 穴水町
あなみずまち

 2 2 - - 1 1 1 1 

 金沢市
かなざわし

 2 2 - - 1 1 1 1 

 能登町
のとちょう

 10  10 - - 5 5 10 10 

 輪島市
わ じ ま し

 5 5 - - 3 3 4 4 

 珠洲市
す ず し

 5 5 - - 3 3 5 5 

 志賀町
し か ま ち

 7 7 - - - - 7 7 

 中能登
な か の と

町
まち

 10 10 - - - - 10 10 

 羽咋市
は く い し

 9 9 - - - - 8 8 

 宝
ほう

達
だつ

志
し

水 町
みずちょう

 7 7 - - - - 7 7 

 かほく市 10 10 - - 1 1 10 10 

 津幡町
つ ば た ま ち

 15 15 - - - - 15 15 

 内灘町
うちなだまち

 4 4 - - - - 4 4 

 小松市
こ ま つ し

 2 2 - - - - 1 1 

 能美市
の み し

 1 1       

新潟県  17 17 - - - - - - 

 上越市
じょうえつし

 5 5 - - - - - - 

 燕市
つばめし

 1 1 - - - - - - 

 新潟市
に い が た し

 8 8 - - - - - - 

 妙高市
みょうこうし

 2 2       

 糸魚川市 1 1       
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富山県  17 17 - - 1 1 10 10 

 氷見市
ひ み し

 6 6 - - - - 6 6 

 高岡市
た か お か し

 7 7 - - 1 1 3 3 

 魚津市
う お づ し

 1 1 - - - - - - 

 射水市
い み ず し

 1 1 - - - - 1 1 

 富山市
と や ま し

 1 1 - - - - - - 

 小矢部市
お や べ し

 1 1 - - - - - - 

合計 142 142 - - 18 18 112 112 

 
（2）障害者関係施設の被害状況 

石川県内において、５施設に停電（うち２施設は復旧）、27施設に断水あり（うち１
施設は復旧）。９施設が避難中。（1/4） 
新潟県内において、２施設で利用者を他施設へ避難。（1/1）→避難解除（1/2） 
上記施設において、人的被害なし。 
引き続き情報収集に努める。 

市町村名 
被災施設数 

被災状況別内訳 

浸水等 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

石川県 30 29 - - 5 3 27 26 

 七尾市
な な お し

 10 10 - - - - 10 10 

 輪島市
わ じ ま し

 4 4 - - 2 2 3 3 

 羽咋市
は く い し

 2 2 - - - - 2 2 

 かほく市 1 1 - - - - 1 1 

 津幡町
つ ば た ま ち

 2 2 - - - - 2 2 

 内灘町
うちなだまち

 1 - - - - - 1 - 

 穴水町
あなみずまち

 4 4 - - 2 - 4 4 

 能登町
の と ち ょ う

 3 3 - - 1 1 2 2 

 中能登
な か の と

町
まち

 2 2 - - - - 1 1 

 志賀町
し か ま ち

 1 1 - - - - 1 1 

新潟県  2 0 - - - - - - 

 長岡市
な が お か し

 2 0 - - - - - - 
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合計 32 29 - - 5 3 27 26 
 
（3）その他施設の被害状況 
  石川県金沢市において救護施設１施設に一室の天井の崩落等の被害あり。（1/2）   
  →安全確認を行い、居室として利用可能な旨を確認（1/4）  
  石川県七尾市において救護施設１施設に断水・ガス供給停止等の被害あり。→ガス

供給再開（1/2） 
上記被害があった施設において、人的被害なし。 
引き続き情報収集に努める。 

市町村名 
被災施設数 

被災状況別内訳 

浸水等 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

石川県 2 1 - - - - 1 1 

 金沢市
か な ざ わ し

 1 0 - - - - - - 

 七尾市
な な お し

 1 1 - - - - 1 1 

合計 2 1 - - - - 1 1 
 
（4）その他 

・各都道府県・指定都市・中核市に対し、社会福祉施設等において、高齢者、障害
者、子ども等の要配慮者の緊急的な受入、避難者への対応を依頼。また、法人間、関
係団体との連携による応援職員の確保を依頼するとともに、関係団体に対しても協力
を要請（1/4）。 
・各都道府県・指定都市・中核市に対し、令和６年能登半島地震における福祉避難所
に対する福祉関係職員等の派遣に係る費用（人件費、旅費及び宿泊費）及び社会福祉
施設等への派遣に係る旅費及び宿泊費の取扱いについて、災害救助費から支弁される
旨を周知（1/4）。 
・各都道府県・指定都市・中核市等に対し、児童福祉施設や保護施設等において、定
員を超過して要援護者を受け入れて差し支えないこと、その場合においても所定の措
置費を支弁することができること、被災し、費用負担が困難であると認められる場合
に減免できること等を周知（1/4） 

 
（5）（独）福祉医療機構における対応（再掲） 

社会福祉施設及び医療施設等の災害復旧資金の融資及び既存融資の返済猶予に係
る相談受付を開始（1/4） 

 
５ 保健・衛生関係       
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（1）人工呼吸器在宅療養難病患者 
各都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市に対し、特に在宅で 

人工呼吸器を使用している難病患者に関する対応について注意喚起を行う 
とともに、被害発生時における報告を要請（1/1）。 

患者団体に対し、地区支部を通じて、特に在宅で人工呼吸器を使用して 
いる難病患者への被害情報の把握について協力を依頼（1/1）。 
現時点で被害報告無し。引き続き情報収集に努める。 

 
（2）人工透析 

各都道府県に対し、被害状況確認の連絡体制確保を要請した。また、日本透析
医会に対し、情報共有について協力を依頼した。日本透析医会災害時情報ネット
ワークメーリングリストにおいて、石川県の複数の透析施設にて透析不可の状態
であるとの情報を確認。（1/1） 

被災地の透析患者等の受入体制の確保等について都道府県に協力を依頼する事
務連絡を発出した。（1/1） 

ま た 、 石 川 県 、 富 山 県 の 被 害 状 況 等 に つ い て 確 認 し 、 以 下 の 情 報 を 得 た 。
（1/4） 
【石川県】 
１．透析医療機関の総数：43医療機関 
２．１のうち、透析が出来ない医療機関の総数：６医療機関（最大：７医療機関） 
３．２の透析医療機関に通院している透析患者数：200人（最大：360人） 
４．透析を受けることが出来ない患者への対応： 

1/4に透析を予定していた患者は石川県内の医療機関での受入調整が完了。通
院が困難な地域の４医療機関の患者について、概ね搬送済み。 

【富山県】 
１．透析医療機関の総数：44医療機関 
２．１のうち、透析が出来ない医療機関の総数：０医療機関（最大：１医療機関） 
３．２の透析医療機関に通院している透析患者数：０人 
４．透析を受けることが出来ない患者への対応：対応予定なし 

 
（3）被災者の健康管理 
・ 各都道府県・保健所設置市・特別区、DHEAT 事務局に対し、連絡体制の確保を

依頼（1/1）。 
・ 各都道府県・保健所設置市・特別区に対し、被災地で保健師などが行う保健活動

に活用するための資料をまとめた事務連絡を送付し、避難所生活を送る被災者の健
康管理を行うに当たり、十分な対策を行うよう要請（1/1）。 

   ・保健所の被害状況 
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  ①石川県能登北部保健福祉センター（能登北部保健所）：正面玄関風除室が損傷。
断水中。停電し、非常用電源稼働中（1/1） 

   →電力について、通常電源で復旧済み。（１/２） 
・避難所等の保健活動状況 

①石川県能登中部保健福祉センターについて、1月2日に県庁から保健師2名を派
遣。管内の市町にも1月2日より順次保健師を派遣。 

②石川県能登北部保健福祉センターについて、1月3日に県庁から職員を派遣し、
状況確認予定。 

・石川県内の避難所の衛生状況について速やかに確認するよう県庁担当課に依頼済
み。（１/２） 

・石川県より DHEAT 及び保健師等広域応援派遣について検討中との連絡があり、調
整中。（１/２） 

→石川県より DHEAT 及び保健師等広域応援派遣について正式に依頼があり、各都道
府県等に対して、派遣調整について依頼。（１/３） 

→DHEAT については、滋賀県より１月４日派遣（１月５日から能登北部保健福祉セ
ンターで業務開始予定）、熊本県、富山県より１月５日から派遣予定（富山県は能
登北部保健福祉センターで業務開始予定）。 

→保健師等広域応援等により、避難所における健康管理を担う保健師等の派遣調整を
行ったところ。 

・派遣調整により、1/6より岩手県、三重県、広島県、神奈川県（２チーム）、宮城
県、兵庫県、静岡県、福島県、大阪府（２チーム）、和歌山県、1/7より岡山県、
青森県、1/31より山形県、2/3より愛知県の計14チーム（16府県）を、珠洲市、
能登町、穴水町、七尾市へ派遣することが確定。 

・石川県の調整により、1/4より福井県のチームを珠洲市へ派遣。 
 引き続き情報収集に努める。 

・都道府県・保健所設置市・特別区に、避難所等で生活する方への栄養・食生活の支
援に関する対応を依頼。（1/4） 
※「令和６年能登半島地震による災害に係る避難所等で生活する方への栄養・食
生活の支援について」（令和６年１月４日付け健康・生活衛生局健康課事務連絡） 

・日本栄養士会に対し、避難所等で生活する方への栄養・食生活の支援と、その一環
として、要配慮者への食品等の提供に係る体制整備（特殊栄養食品ステーションの
設置）について依頼。（1/4） 
※「令和６年能登半島地震による災害に係る避難所等で生活する方への栄養・食
生活の支援について（協力依頼）」（令和６年１月４日付け健康・生活衛生局健康
課事務連絡） 

 
（4）感染症予防対策 

・避難所における咳エチケットや手指衛生、換気の徹底といった感染予防対策
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を含め、災害に係る感染症予防対策について事務連絡とリーフレットを発出
す る とと もに 、国 立感 染 症研 究所 の専 門家 を 派遣 可能 であ るこ と を周 知
（1/1）。 
※「令和６年能登半島地震にかかる感染症予防対策等について」（令和６年１
月１日付け厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課事務連
絡） 

・1/3より日本環境感染学会災害時感染制御支援チーム(DICT)が活動中。被災地
の避難所等での感染症予防対策の支援及び関係者との調整のため、感染症対策
課職員１名（厚労省現地対策本部員として）及び国立国際医療研究センター
(NCGM)の感染症専門医２名を石川県に派遣（1/5～） 

 
（5）アレルギー対策 

避難所等におけるアレルギー疾患を有する被災者への対応として、避難所での
アレルギー疾患に対する特段の配慮について事務連絡を発出（1/2）。 
※ 「避難所等におけるアレルギー疾患を有する方への対応について」（令和６年

１月２日付け健康・生活衛生局がん・疾病対策課事務連絡） 
また、X 及び Facebook において、災害時のアレルギー疾患への対応について

注意喚起を実施（1/3）。 

 
（6）公費負担医療の取扱い 

   公費負担医療(原爆、感染症、難病、小慢、特定疾患、肝炎等)について、受給者
証等がなくても受診でき、緊急の場合は指定医療機関以外の医療機関でも受診でき
る取扱いとする旨の事務連絡を都道府県及び関係団体宛て発出。（1/1） 

  ※「【事務連絡】令和６年能登半島地震にかかる災害の被災者に係る公費負担医療
の取扱いについて」（令和６年１月１日付け関係課連名事務連絡） 

 
６ 薬局、薬剤師、輸血用血液製剤、毒物劇物関係 
（1）輸血用血液製剤 

現時点で被害報告無し。引き続き情報収集に努める。（1/1） 
（2）薬局、薬剤師 

各都道府県等に対し、注意喚起するとともに、薬局の被害状況を把握した場合に
は報告するよう依頼（1/1）。 

現時点の被害状況は以下のとおり。引き続き情報収集に努める。 

市町村名 
被害 
件数 

被害状況別内訳 営業状況 

建物等
損壊 

断水 停電 その他 
被害件数のうち、

営業不可数 

新潟県 2 1 - - 1 1 
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 新潟市
に い が た し

 2 1 - - 1 1 

石川県 52 17 31 1 15 25 

 金沢市
か な ざ わ し

 3 1 - - 2 2 

 七尾市
な な お し

 16 7 12 - 2 6 

 小松市
こ ま つ し

 1 1 - - - - 

 輪島市
わ じ ま し

 7 - 2 1 5 6 

 羽咋市
は く い し

 3 - 3 - - 1 

 かほく市 1 - 1 - - - 

 志賀町
し か ま ち

 3 1 3 - - 1 

 宝
ほ う

達
だ つ

志
し

水町
み ず ち ょ う

 3 1 2 - - - 

 中能登
な か の と

町
ま ち

 4 1 4 - - - 

 穴水町
あ な み ず ま ち

 7 2 2 - 5 5 

 能登
の と

町
ちょう

 4 3 2 - 1 4 

富山県 9 - 9 - - - 

 氷見市
ひ み し

 9 不明 9 - - - 

合計 63 18 40 1 16 26 
 
○各都道府県等に対して、被災地における医薬品等の取扱について周知。 
※「令和６年能登半島地震による災害に伴う医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律等に係る取扱いについて」（令和６年１月2日付け厚生労働省
医 薬 局 総 務 課 、 医 療 機 器 審 査 管 理 課 、 監 視 指 導 ・ 麻 薬 対 策 課 事 務 連 絡 ） を 送 付
（1/2）。 
 
（3）毒物劇物関係 

各都道府県等に対し、注意喚起するとともに、毒物劇物に係る流出事故や被害状況
を把握した場合には報告するよう依頼。（1/1） 

現時点の被害状況は以下の通りである。 
市町村名 報告日 概要 被害等 

富山県    
 高岡市 1月4日 工 場 か ら 塩 酸 が 公 共 用 水 域

（河川）に流出。流出した塩
酸の濃度・流出量は調査中。 
なお、報告日時点で河川への
流出は止まっている。 

魚類等への影響は確認されて
いない。また、人的被害も発
生していない。 
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７ 障害者支援関係 
（１）被災した要援護障害者等への対応について 

災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要援護障害者等について、特
別な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、利用者負担の減免
ができることや、障害福祉サービス事業所等で災害等による定員超過利用が認めら
れることなど）について周知し、特段の配慮を要請（1/1石川県、富山県、福井
県、新潟県） 

被災により受給者証を紛失等した場合に、受給者証を提示しなくても障害福祉サ
ービス等を受けることができる旨を各都道府県等に周知。（1/4） 

（２）特別児童扶養手当等に係る提出書類の省略等について 
特別児童扶養手当等の認定等に係る提出書類の省略や一定の被害害を受けた被災

者に係る所得制限の特例措置等について都道府県等に要請（1/1） 
（３）指定就労継続支援 A 型事業者の運営に関する基準の取扱い等について 

被災した就労継続支援 A 型事業所等について、生産活動収入の減少が見込まれ
るときには、自立支援給付を賃金等に充てても差し支えない旨を都道府県等に周
知。（1/1） 

（４）障害児者の安否確認等について 
こども家庭庁とも連携し、市町村が障害児者についての安否確認を行うととも

に、相談支援事業者等と連携しつつ、必要なサービス提供につなげる旨を新潟
県、富山県、石川県、福井県に周知。（1/2） 

（５）できる限りの支援の提供を行った場合の報酬の取扱いについて 
やむを得ない理由により、利用者の居宅等において、安否確認や相談支援等の

できる限りの支援の提供を行った場合は、これまでのサービスとして報酬の対象
とする旨を石川県に周知。（1/3） 

（６）障害福祉サービス等の請求の取扱いについて 
都道府県に対し障害福祉サービス等の請求について、概算請求を可能とするこ

とを、市町村や障害福祉サービス等事業者への周知を要請（1/4） 
（７）避難所等で生活する障害児者への配慮事項等について 

避難所等で生活する障害児者やその御家族に対する支援について、発達障害な
どの障害特性に応じた配慮の例などをまとめたリーフレット等を送付し、関係機
関等への周知を依頼（1/1,1/4） 

（８）支給決定等の取扱いについて 
被災した障害者等が他の市町村に避難した場合の支給決定の取扱いや、区分認

定の柔軟な取扱い等を各都道府県等に周知。（1/4） 
（９）被災に係る介護給付費の取扱いについて 

障害福祉サービスの利用者や事業所が被災した場合等における介護給付費等の
請求の取扱いについて、緊急的に柔軟な対応が可能であることを各都道府県等に
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周知。被災地に職員を派遣した派遣元の障害福祉サービス事業所等において、人
員配置基準等の柔軟な取扱いを可能とすることを各都道府県等に周知。（1/4） 

 
８ 医療保険関係 

○ 被災に伴い被災者が被保険者証を保険医療機関に提示できない場合においても医
療保険による受診が可能である旨について、関係者に対する周知を、関係団体、都
道府県、地方厚生（支）局に要請（1/1）。 
※「令和６年能登半島地震にかかる災害の被災者に係る被保険者証等の提示等に

ついて」（令和６年１月１日付け保険局医療課事務連絡）を送付（1/1）。 
 
 〇 被災地の医療機関・薬局等での保険診療について、仮設建物での継続、処方箋を

持参できない場合の調剤、定数超過入院・人員配置基準や訪問看護の柔軟な対応等
の特別な対応について、関係者に対する周知を、関係団体、都道府県、地方厚生
（支）局に要請（1/2）。 
※「令和６年能登半島地震の被災に伴う保険診療関係等及び診療報酬の取扱いに

ついて」（令和６年１月２日付け保険局医療課事務連絡）を送付（1/2）。 
 

 ○ 被災地の医療機関・薬局等のレセプト請求（令和5年12月診療等分）について、
提出期限を延長するとともに、レセプトコンピュータ等を滅失、汚損又は棄損等し
た場合には、通常の請求方法に代えて「概算請求」を行うことができる旨につい
て、関係者に対する周知を、関係団体、都道府県、地方厚生（支）局に要請（1/
４）。 
※「令和６年能登半島地震にかかる災害による被災に関する診療報酬等の請求の

取扱いについて」（令和６年１月４日付け保険局医療課事務連絡）を送付（1/
４）。 

 
○ 全国健康保険協会、健康保険組合、健康保険組合連合会、社会保険診療報酬支払

基金及び地方厚生(支)局に対して、災害その他の特別の事情がある被保険者に係る
一部負担金等の徴収猶予及び減免を行うことができる旨を改めて周知。 
※「災害により被災した被保険者等に係る一部負担金等及び健康保険料の取扱い

等について」（令和６年１月２日付け保険局保険課事務連絡）を送付（1/2）。 
 
〇各都道府県に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料（税）･一部負担

金の減免を行うことができる旨を周知。 
※「「災害により被災した国民健康保険被保険者に係る国民健康保険料（税）等の

取扱いについて」の再周知について」（令和６年１月１日付け厚生労働省保険局
国民健康保険課事務連絡）を送付（1/1）。 
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※平成25年5月に発出した事務連絡を再周知。 
 
○ 各都道府県等に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料・一部負担金

の減免を行うことができる旨を周知。 
※「令和６年能登半島地震に伴う災害による後期高齢者医療制度の一部負担金及

び保険料の取扱いについて」（令和６年１月１日付け保険局高齢者医療課事務連
絡）を送付（1/1）。 

 
○ 被災者がマイナンバーカードを保険医療機関等に持参できない場合においても、

オンライン資格確認システムで薬剤情報等が提供可能となる緊急時機能のアクティ
ブ化を実施（1/1）。関係者に対する周知を、関係団体、都道府県、地方厚生
（支）局に要請（1/1）。 
※「令和６年能登半島地震にかかるオンライン資格確認等システムにおける「緊

急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範囲・期
間について」（令和６年１月１日付け保険局医療介護連携政策課、医薬局総務課
事務連絡）を送付（1/1）。 

 
 ○ 被災地でのオンライン資格確認システムの活用についてプレスリリース（被災者

がマイナンバーカードを保険医療機関等に持参できない場合も薬剤情報等を閲覧可
能となる緊急時機能のアクティブ化、マイナンバーカードを持っている場合はスマ
ホからマイナポータルにて薬剤情報等が閲覧可能であり避難所での医療活動での活
用が考えられること）（1/2） 
※プレスリリース「令和６年能登半島地震にかかるオンライン資格確認等システ

ムにおける「緊急時医療情報・資格確認機能」のアクティブ化及び避難所での
情報閲覧について」を公表（1/2）。 

 
９ 介護保険関係 
（1）被災した要介護高齢者等への対応について 

災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要介護高齢者等について、特別
な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、利用者負担の減免がで
きることや、介護保険施設等で災害等による定員超過利用が認められることなど）に
ついて周知し、特段の配慮を要請（1/1新潟県、富山県、石川県及び福井県）。 

当該周知、要請を行ったことにつき、各都道府県・市町村にも連絡（1/1）。 
また、各都道府県・市町村に対し、被災者は被保険者証等を提示しなくても介護サ

ービスを利用できるよう対応することを可能とする事務連絡を発出（1/1）。 
※「令和６年能登半島地震にかかる災害により被災した要介護高齢者等への対応につ

いて」（令和６年１月１日付け厚生労働省老健局介護保険計画課事務連絡）及び
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「令和６年能登半島地震にかかる災害により被災した者に係る被保険者証の提示等
について」を送付（1/1）。 

 
（2）被災した要介護高齢者等の安否確認等について 

市町村が要介護高齢者等について、地域包括支援センターや介護支援専門員等への
協力依頼等の方法により、安否確認を行うとともに、必要なサービス提供につなげる
旨を周知（1/1新潟県、富山県、石川県及び福井県）。 
※「令和６年能登半島地震にかかる災害により被災した要介護高齢者等への対応につ

いて」（令和６年１月１日付け厚生労働省老健局介護保険計画課事務連絡）を送付
（1/1）。【再掲】 
日本介護支援専門員協会に対し、要介護高齢者等の被害状況の把握について協力を

依頼（1/1） 
 

（3）避難所等で生活する要介護高齢者への配慮事項等について 
災害救助法が適用された自治体に対して、避難所等で生活する要介護高齢者に対す

る支援にあたって、必要なサービスが受けられるよう、居宅介護支援事業者等に協力
を依頼するよう要請（1/1新潟県、富山県、石川県及び福井県）。 
※「令和６年能登半島地震にかかる災害により被災した要介護高齢者等への対応につ

いて」（令和６年１月１日付け厚生労働省老健局介護保険計画課事務連絡）を送付
（1/1）。【再掲】 

 
（4） 被災に係る介護報酬等の取扱いについて 

要介護高齢者等や介護サービス事業所が被災した場合における介護報酬等の取扱い
について、緊急的に柔軟な対応が可能であることを周知（1/2）。 

※「令和６年能登半島地震による災害に係る介護報酬等の取扱いについて」を送付
（1/2）。 

被災地に介護職員を派遣した派遣元の介護サービス事業所などにおいても、人員配
置基準等の柔軟な取扱いを可能とすることを周知（1/3）。 

※「令和６年能登半島地震に伴う介護サービス事業所の人員基準等の取扱いについ
て」を送付（1/3）。 

介護サービス事業所等が被災した場合における科学的介護情報システム（LIFE）
への情報の提出についても、柔軟な取扱いを可能とすることを周知（1/4）。 

※「令和６年能登半島地震による災害に係る科学的介護情報システム（LIFE）の
取扱いについて」を送付（1/4）。 

被災事業所がサービス提供記録等を滅失又は棄損した場合に、令和５年12月サー
ビス提供分について概算による請求を行うことを可能とし、その他の通常の方法によ
る請求を行う場合においても、請求明細書の提出期限について各審査支払機関で柔軟
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な取扱いを可能とする事務連絡を発出（1/4）。 
※「令和６年能登半島地震による災害に係る介護報酬等の請求等の取扱いについ

て」を送付（1/4） 
 
（5）避難所等における心身機能の低下の予防及び認知症高齢者等に対する適切な支援

について 
各都道府県に対して、避難生活に伴う心身の機能の低下の予防及び避難所における

認知症高齢者やそのご家族に対する適切な支援についてまとめたマニュアル、リーフ
レット等を送付し、必要に応じて、避難所等への掲示・配布や関係各所への共有等を
依頼（1/2）。 

※「令和６年能登半島地震による避難所等における心身機能の低下の予防及び認知
症高齢者等に対する適切な支援について」を送付（1/2）。 

 
10 地方支分部局関係 
（1）都道府県労働局関係（管内の状況） 【1月4日（木）21:10時点】 
  ・1月2日（火） 石川労働局災害対策本部を設置。 

・1月4日（木） 新潟労働局、富山労働局、石川労働局、福井労働局において
「特別労働相談窓口」を設置。 
・1月4日（木） 石川労働局において X（旧 Twitter）の公式アカウントを開設
し、閉庁情報を掲載。 
・1月4日（木） 石川労働局長が石川県経営4団体及び連合石川に会員企業等の状
況について確認。今のところ会員企業等からの相談はないとのこと。 

 
○石川労働局 
・職員の安否確認状況は99％以上が安全確認済みであり、残り2名が確認中。 
・以下の署所については、5日（金）も引き続き閉庁。その他の署所は、労働局含
め、通常どおり開庁。 

 安定所･･･七尾所、羽咋出張所、輪島所、能登出張所 
 安定所付属施設･･･珠洲市地域相談室、穴水町地域相談室 
 監督署･･･七尾署、穴水署 

 
11 労働関係 
（１）労働基準関係 

・各都道府県労働局に事務連絡を発出し、被災地域における労働基準関係の業務運営
について指示（1/2）。（事務連絡「自然災害時における労働基準関係行政の運営に
ついて（令和６年能登半島地震）」） 
①労災保険給付の請求について、事業主等の証明が受けられなくても請求書を受
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理する等の手続きの簡略化 
②労働保険料等の納付について、事業主等からの申請に基づく猶予措置等の実施 
③企業が倒産等し賃金未払のまま退職を余儀なくされた労働者に対する未払賃金

立替払制度の申請手続きの簡略化 
・（独）労働者健康安全機構において専用のダイヤルを設け、事業者、労働者及びそ

の家族等被災された住民に対するメンタルヘルス・健康相談に対応（1/4～） 
・労災年金担保債権管理回収業務における返済条件の緩和等について、実施機関の

（独）福祉医療機構のホームページにより周知。(1/4) 
・ 災害復旧工事における労働災害防止のため、土砂崩壊や墜落・転落災害の防止、

がれき処理作業における安全確保等について、関係団体（建設業労働災害防止協
会、建設労務安全研究会、一般社団法人全国建設業協会、一般社団法人日本建設業
連合会、一般社団法人全国中小建設業協会）等に要請するとともに、関係４県の労
働局に指示（1/4）。 

 
（２）職業安定関係 

・各都道府県労働局に、災害地域においては雇用保険関係の手続きを弾力的に運用
する旨を周知（1/2。留意事項をまとめた令和５年８月４日付け事務連絡の再周
知） 

①災害により受給資格者が所定の認定日に安定所に来所できない場合は、認定日
変更の取扱いを行うなど、認定日変更の取扱いの弾力的運用を行うこと 

②災害に係る被害の被災者である受給資格者又は事業主が求職者給付又は就職促
進給付関係手続を行う場合については、当該者の事情を勘案の上、必要に応じ
て確認書類との照合について省略するなど、給付関係手続の弾力的運用を行う
こと 等 

 
（３）勤労者生活関係 

① 勤労者退職金共済機構 
・ 被災した共済契約者（事業場）の掛金についての納付期限の延長、支払手続の

簡素化等の取扱いが可能な旨を機構ホームページにて周知（1／4）。 
・ 被災した財形持家転貸融資返済中の方に対する返済猶予等の措置及び住宅等に

被害を受け新たに財形持家転貸融資を受ける方に対する貸付金利引下げ措置を機
構ホームページにて周知（1／4）。 
 

② 労働金庫（ろうきん） 
・ 通帳等のない場合の預金引き出し等及び特別融資の実施について、労働金庫の

ホームページにて周知（北陸労働金庫、新潟県労働金庫（1／4））。 
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（４）人材開発関係 
①能力開発施設等 

  ・ 石川県能登地域には県立の公共職業能力開発施設が２校（能登校、七尾校）あ
り、職員、受講生ともに現時点で人的被害は確認されていないが、能登校につい
て電気、水道、通信設備の不通に加え、体育館等、建物の被害が確認されている
ほか、七尾校について電気の不通に加え、浄化槽が破損し、修理が必要な状況。 

  ・ （独）高齢・障害・求職者支援機構関連の公共職業能力開発施設であるポリテ
クカレッジ石川（穴水町）、ポリテクカレッジ新潟（新発田市）、北陸職業能力開
発大学校（富山県魚津市）については、学生寮があるものの、学生がおらず、現
時点で人的被害は確認されていない。なお、ポリテクカレッジ石川の施設状況つ
いては、実習棟の外壁崩落（室内むき出し）、工作機械の倒壊多数、内壁崩落多
数等の報告あり。 

②その他の人材開発関連施設 
  ・ 外国人技能実習機構の地方事務所である富山支所（担当区域は富山県、石川

県、福井県）の職員は全員無事であり、建物についても物損等の連絡はなし。 
 
12 年金関係 

〇 日本年金機構に対して、災害により被災した被保険者に係る国民年金保険料の免
除を行うよう指示するとともに、市町村に対しても周知（１/２）。 
※平成16年12月10日に発出した「災害に伴う国民年金保険料の免除事務について

（通知）」の再周知について、令和６年１月２日付け厚生労働省年金局事業管理
課長通知を送付。 

 

○ 年金担保債権管理回収業務及び承継年金住宅融資等債権管理回収業務に
おける返済条件の緩和等について、実施機関の（独）福祉医療機構のホー
ムページにより周知。(1/4) 

 

13 災害ボランティア関係 
 ○ 社会福祉協議会において災害ボランティアセンターが開設されている市

町村は、３県６市１町であり、詳細は下表のとおり。 
   

県名 市町村名 開設日 閉鎖日 

新潟県 新潟市
に い が た し

 １月３日 － 

富山県 
高岡市
た か お か し

 １月４日 － 

小矢部市
お や べ し

 １月３日 － 
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射水市
い み ず し

 １月３日 － 

石川県 

珠洲市
す ず し

 １月２日 － 

加賀市
か が し

 １月４日 － 

内灘町
うちなだまち

 １月４日 － 

※ニーズ調査中のためボランティアの募集を開始していない場合等がある。 
※募集範囲を当該市内や同一県内在住者等に限っている場合がある。 
 

14 消費生活協同組合関係 
○ 共済事業を実施する消費生活協同組合及び同連合会に対し、被災した共

済契約者について、掛金の払込期間の延長や共済金の請求手続きの簡素化
等の取扱いが可能な旨を周知。（１/４） 

 
以上 

 



別紙■応急給水活動状況

※【国土交通省】東北地方整備局２台、北陸地方整備局２台、
関東地方整備局１台、中国地方整備局２台の
計７台が派遣調整中

※各市町において給水車が不足する場合は追加派遣を検討
※【日本水道協会】関西地方支部２台 調整中

令和６年１月４日現在

自衛隊 国土交通省

七尾市 6台
愛知県名古屋市、愛知県江南市、愛知県一宮市、
大阪府豊中市、大阪府堺市

1台

珠洲市 1台 愛知県企業庁 3台
能登町 1台 大阪府大阪市

穴水町 5台
兵庫県神戸市、滋賀県大津市、和歌山県和歌山市、
大阪府大阪広域水道企業団

志賀町 6台
愛知県安城市、愛知県春日井市、愛知県瀬戸市、
石川県能美市、石川県白山市、石川県小松市

輪島市 4台
愛知県常滑市、愛知県岡崎市、愛知県名古屋市、
愛知県海部南部水道企業団

調整中

かほく市 5台
静岡県静岡市、静岡県浜松市、静岡県熱海市
静岡県富士市

1台

津幡町 2台 愛知県豊田市、愛知県豊橋市

宝達志水町 5台
三重県いなべ市、三重県鈴鹿市、三重県多気町
三重県伊勢市、長野県岡谷市

羽咋市 6台
岐阜県岐阜市、岐阜県大垣市、岐阜県各務原市
長野県松本市、長野県飯田市、石川県野々市市

中能登町 2台 福井県福井市、福井県越前市 1台
内灘町 2台 愛知県名古屋市

事業体名
応急給水

日本水道協会

活動中



■石川県の断水状況 令和６年１月５日現在
石川県

市町名
給水人口(人)

断水戸数（戸）

最大 現在

七尾市(ななおし) 49,499 約21,500 約21,500

輪島市(わじまし) 19,679 約10,000 約10,000

珠洲市(すずし) 12,332 約4,800 約4,800

志賀町(しかまち) 17,800 約8,800 約8,800

穴水町(あなみずまち) 6,362 約3,200 約3,200

能登(のと)町(ちょう) 14,846 約6,200 約6,200

羽咋市(はくいし) 19,781 約7,700 3,046

かほく市 35,048 約9,800 約360

津幡町(つばたまち) 36,556 約15,000 約8,700

内灘町(うちなだまち) 26,165 約7,000 約7,000

宝達志水町

(ほうだつしみずちょう)
11,553 約3,300 約100

中能登町(なかのとまち) 16,107 約7,000 約7,000

金沢市(かなざわし) 459,369 約1,000 約200

能美市(のみし) 48,312 約30 0

加賀市(かがし) 61,948 約160 0

白山市(はくさんし) 84,053 約30 0

合計 919,410 105,520 80,906

珠洲市

輪島市 能登町

穴水町

七尾市

七尾市
能登島

志
賀
町

中能登町

羽咋市

宝達志水町

かほく市

津播町内灘町

金沢市川北町

白山市

野々市町

小松市

加賀市

能美市



■新潟県の断水状況 令和６年１月５日現在
新潟県
市名

給水人口(人)
断水戸数（戸）

最大 現在

新潟市(にいがたし) 779,949 2,036 341

佐渡市(さどし) 49,305 676 38

長岡市(ながおかし) 244,831 61 0

三条市(さんじょうし) 92,654 93 0

柏崎市(かしわざきし) 83,360 20 0

糸魚川市(いといがわし) 31,006 46 0

妙高市(みょうこうし) 24,630 29 0

五泉市(ごせんし) 46,325 18 0

上越市(じょうえつし) 184,390 90 0

十日町市(とおかまちし) 27,973 36 0

合計 1,564,423 3,105 379

新潟市

糸魚川市

柏
崎
市

刈羽村

佐渡市

長岡市

妙高市

五泉市

上越市

津
南
町

湯沢町

十
日
町
市 南魚沼市

魚沼市長
岡
市

小
千
谷
市

出雲崎町

弥彦村
燕
市

見附市

田上町

三条市

加茂市
阿賀町

阿賀野市

新発田市

胎内市
関川村

村上市

粟島浦村

聖
籠
町



■富山県の断水状況 令和６年１月５日現在
富山県
市名

給水人口(人)
断水戸数（戸）

最大 現在

高岡市(たかおかし) 166,630 4,090 39

氷見市(ひみし) 42,044 14,000 9,100

小矢部市(おやべし) 28,182 525 40

射水市(いみずし) 89,809 210 ０

富山市(とやまし) 410,078 85 0

合計 736,743 18,910 9,179

高岡市

氷見市

小矢部市

富山市

射水市

砺波市

南砺市

立山町

舟橘村
上市町

滑川市 魚津市

黒部市

入善町 朝日町


